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１．背景  

ジャカルタ特別州（以下、ジャカルタ）では、例年、

大規模な洪水が発生している。都市部で発生する水

害を都市型水害と呼び、人々の生活や経済活動に甚

大な被害をもたらしている。さらに、発展途上国で

は、不完全なインフラ整備によって病原菌が溢水に

混入し、水系感染症が流行する（三浦，2018）。水系

感染症とは、汚染された水を飲用、または間接的に摂

取することで生じる疾病である。特に下痢症は、世界

の五歳未満児の主要な死亡原因のひとつである。ジ

ャカルタの洪水と感染症の関連について気候変動の

影響を含めたモデルを作成した福士（2014）による

と、洪水による下痢症患者は将来的に増加すると述

べられている。これらの被害はインフラ整備によっ

て対策が可能である。 

ジャカルタは、地形的な条件から洪水が起こりや

すい地域であり、東インド会社による統治以前から

洪水被害に悩まされてきた。ジャカルタの都市計画

はオランダの影響を強く受けており、また、貿易、軍

事拠点としての役割を果たす必要があったことから、

内陸から海岸、つまり南北を結ぶ様に水路や交通網

が整備されている（松田，2013）。18 世紀には、環境

汚染による行政区の移転を経験し、同時に水道給水

が開始された。しかし、当時水道を利用できる世帯は

限定的であり、その多くが中心部に住む高所得者層

であった。ここで、高所得者層は水道を、その他の世

帯は井戸水を利用する、水利用の階層化が見られた。

その後も、政府は南方へと開発を進めていたが、独立

後は、急速な人口増加による人口の分散や南部の水

源環境の保全のため、東西への開発がなされるよう

になった（小長谷，1997）。 

下痢症発症における最大の要因は、安全な飲料水

の不足である（Stuart J. et al.，2015）。洪水後に汚水の

混じった井戸水を飲用することは、主要な感染経路

である（ホワンら，2011）が、インドネシアの家庭で

は、地下水を井戸から汲み上げて利用してきた。近

年、特に人々が密集する都市部では、地下水水質の汚

染も深刻である。ジャカルタでは、地下水への海水混

入や地盤沈下といった問題もあり、これを受けた政

府は、代替水源として管路給水（以下、水道）の普及

に取り組み始めた（吉越ら，2010）。ただし、一般家

庭では、複数の水源を併用している場合が多く（市川

ら，1991）、近年では、井戸水や水道水に加え、飲料

水としてボトル水を購入する人が増加している。 

２．目的 

ジャカルタにおいて年々甚大化している都市洪水

の規模と被害はインフラ整備によって対策が可能で

ある。洪水被害の 1 つである下痢症は、水質の汚染

が原因となっているため、安全な飲料水の供給によ

って被害を減少させることができるが、水道普及は

遅れを見せ、一方、経済発展を優先した都市開発はい

まだに急速に続いている。 

洪水時の下痢症における飲料水の重要性について

一般的に認識されてはいるものの、十分なインフラ

供給がなされてきておらず、人々が各々の予算制約

とリスク判断にもとづいて多様な飲料水源を選択す

る状況を生んでいる。これまで、このような水利用形

態を踏まえて洪水後の下痢症感染の実態やその関連

に着目した研究はあまりなされてこなかった。 

そこで、本研究では、ジャカルタ都市洪水の被災地

域において、水利用形態と下痢症との関連を明らか

にすることを目的とする。具体的には、①浸水域を特

定し、②浸水域における実際の水利用状況、③飲用お

よび利用水源と下痢症との関連について分析する。 

３．手法 

本研究では、2020 年 1 月 1 日に発生した洪水（以



下、2020 年洪水）を取りあげる。2020 年洪水は、コ

ロナ流行以前で最新の大規模洪水であるが、この洪

水を対象とした分析は少ない。そこで、はじめに、合

成開口レーダ画像（SAR 画像）を用いて浸水域の抽

出を実施した。得られた浸水域画像を用いて、浸水域

の都市空間上の特徴を分析した。分析には、河川、道

路、堤防の位置情報、水道給水エリアや町単位での井

戸水利用量の分布情報を使用した。 

次に、実際の水利用状況を明らかにするため、現地

調査を行った。2022 年 7 月に 2 週間、特に洪水被害

に遭ったとされる西ジャカルタの 2 町で質問票調査

を実施した。質問票には、個人属性や被災時の状況、

水利用状況、下痢症感染に関する項目を記載した。 

調査で得られた回答を、単純集計表、クロス集計表

にまとめ、水利用実態について分析した。さらに、利

用水源と洪水後の下痢症発症との関連を明らかにす

ることを目的として、χ 二乗適合度検定とロジスティ

ック回帰分析を行った。 

４．結果と考察 

特定した浸水域と、河川、堤防の位置関係を図 1 に

示す。2020 年ジャカルタ洪水における浸水域は、ジ

ャカルタ北西部、北東部、中心部（北部）に集中して

いることがわかる。堤防は北西部に集中しており、こ

れは、中心部を避けるような形で建設された西放水

路による洪水対策であると考えられる。堤防の南部

では浸水が多くみられるが、北側では見られない。つ

まり、北西部の浸水は、地理的な要因でなく、都市計

画の結果引き起こされた可能性が示された。 

現地調査の結果、質問票は合計 95 サンプルを回収

し、有効回答数は 89 サンプルであった。浸水域にお

ける水利用は、主に経済的な理由によって使い分け

られていた。そのため、人々は、飲料水にはボトル水

を、調理には水道水を、その他の生活用水には水道水

および井戸水を用いている状況が明らかとなった。

また、先行研究において、水道普及率の停滞が指摘さ

れていたが、井戸水の利用を控え、水道水を利用する

という移行の動きが見られた。 

最後に、利用水源と下痢症との関連について、水道

契約が下痢症感染の有無に関連していることが明ら

かとなった。水道契約が下痢症発症に関連する要因

として、洪水によって水道水質が悪化すること、水道

契約世帯がおかれている社会的な状況、水道契約世

帯の洪水時の行動等が考えられる。さらに、分析の結

果、避難も下痢症感染に有意であることが示された。

これは、避難所の衛生環境の悪さと避難行動そのも

のに問題があると考えられる。 

 

図 1 河川、水域および堤防と浸水域 
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